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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員であり、嘱託及び臨時従業員数は〔 〕内に外書で記入しております。 

４ 提出会社の「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

５ 純資産額の算定にあたり、平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。 

第一部 【企業情報】

回次 第52期中 第53期中 第54期中 第52期 第53期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

売上高 (百万円) 38,303 42,896 45,093 87,934 96,492

経常利益 (百万円) 1,420 1,400 259 3,493 4,780

中間(当期)純利益又は
中間純損失(△)

(百万円) 323 555 △ 462 790 1,864

純資産額 (百万円) 26,350 36,948 36,519 27,121 38,113

総資産額 (百万円) 105,468 111,352 114,125 113,395 118,270

１株当たり純資産額 (円) 590.75 605.92 591.87 608.09 621.61

１株当たり 
中間(当期)純利益金額
又は中間純損失金額
(△)

(円) 7.24 12.46 △ 10.38 17.67 41.80

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 25.0 24.3 23.1 23.9 23.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,871 3,196 2,570 9,747 11,230

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 3,703 △ 6,121 △ 4,530 △ 11,455 △ 11,906

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 934 1,990 1,067 599 1,980

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 4,600 4,330 5,753 5,257 6,646

従業員数 (名) 1,109〔302〕 1,152〔322〕 1,199〔318〕 1,129〔304〕 1,232〔338〕

(2) 提出会社の経営指標等

売上高 (百万円) 26,743 30,235 31,210 63,264 68,500

経常利益 (百万円) 1,005 1,283 764 1,404 2,920

中間(当期)純利益 (百万円) 535 763 60 568 1,496

資本金 (百万円) 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

発行済株式総数 (千株) 44,961 44,961 44,961 44,961 44,961

純資産額 (百万円) 22,843 23,277 23,027 23,169 23,739

総資産額 (百万円) 63,121 67,972 66,896 69,064 71,623

１株当たり配当額 (円) 5.50 5.50 5.50 11.00 11.00

自己資本比率 (％) 36.2 34.2 34.4 33.5 33.1

従業員数 (名) 495〔150〕 524〔157〕 556〔150〕 521〔152〕 575〔154〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。 

また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

前連結会計年度まで持分法適用の関連会社でありました岩谷气具（珠海）有限公司（決算日12月31日、

中間仮決算日６月30日）は、平成19年７月２日に出資金を全額譲渡したため、当中間連結会計期間末より

持分法適用の関連会社から除外しております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 事業の種類別セグメントにおける従業員数 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数は就業人員であり、嘱託及び臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人数を外書で記

載しております。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員は就業人員であり、嘱託及び臨時従業員数は〔 〕内に当中間会計期間の平均人数を外書で記載して

おります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社の労働組合は日本瓦斯労働組合と称し、昭和47年９月１日に結成されましたが、加盟上部団

体はありません。 

連結子会社８社のうち、東日本ガス株式会社及び日本瓦斯工事株式会社の２社は労働組合を結成して

おりますが、加盟上部団体はありません。 

なお、当社グループの労使の協調関係はきわめて円満に推移しており、特記すべき事項はありませ

ん。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ガス事業 1,125〔275〕

エアゾール・燃料充填事業 38〔 43〕

その他の事業 8〔  0〕

全社(管理部門) 28〔  0〕

合計 1,199〔318〕

従業員数(名) 556〔150〕



第２ 【事業の状況】 
  

１ 【業績等の概要】 
(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出関連企業の業績が好調に推移し民間設備投資も引き
続き増加傾向にあり、景気は依然として穏やかな拡大を続けております。一方でアメリカのサブプライ
ムローン問題に端を発した世界的な金融不安は、株価や為替の乱高下を引き起こしており、景気の先行
きには失速懸念が広がっております。 
ガス業界におきましては、地球温暖化への対応として、環境にやさしいエネルギーが強く求められる

なかにあって、ガス体エネルギーは、平成19年3月閣議決定の「エネルギー基本計画」において環境負
荷の少ないクリーンなエネルギーとして利用促進がうたわれており、中長期的に安定供給も見込めるた
め、将来的により重要な役割を担うと期待されています。 
また、業界の規制緩和の進展により、新規参入の増加や小売の自由化が進み、エネルギー事業に対す

る社会的要請も多様化、高質化し、ガス事業者には安全と安定供給を前提とした一層の顧客サービスの
高質化と事業の効率化が求められております。 
このような環境下、当社グループといたしましては、中期5カ年計画の顧客数100万軒、ガス販売量

100万トンを目指し、お客様の多様なニーズに対応した事業活動を展開し、顧客基盤の拡充とサービス
の高質化に努めてまいりました。また、LPGのLNGへの熱量変更など、地域社会に 適な供給方法を実現
し、社会的責任を果たすとともに、内部統制システムを整備し、透明性が高く信頼性ある企業グループ
を創造してまいりました。 
もとより、当社事業グループの も重要な商品は安全であります。環境への適合や規制緩和の前提と

して安全性の確保が優先されることは言うまでもありません。保安の確保には万全を期し、「限りある
資源を安全に安定的により廉価に」という目的に向けて、グループの総力を結集し精進してまいりま
す。 
これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は、450億9千3百万円（前年同期比5.1％増）となりまし

た。一方利益面につきましては、前中間連結会計期間に引き続き当社グループの主力製品の原料であり
ますＬＰＧ及びＬＮＧの価格高騰や、積極的な顧客基盤拡充や熱量変更など先行投資に伴う経費等が増
加すること、また、役員退職慰労引当金を計上した結果、営業利益は4億3千万円（前年同期比72.3％
減）、経常利益は2億5千9百万円（前年同期比81.5％減）、中間純損失は、4億6千2百万円となりまし
た。 

  

当中間連結会計期間の事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 
  

[ガス事業] 

原油の高騰に伴うLPガス原料価格の上昇、規制緩和に伴う他エネルギーとの競争の激化など厳しい状
況の中、当事業といたしましては既存簡易ガス４団地を含む広範囲な供給区域を設定した一般ガス事業
の展開と天然ガス供給の促進、耐震性に優れたポリエチレン管の積極的な導入と保安体制の強化、エネ
ルギーコストの低減化とお客様のニーズに細かく対応する営業活動を積極的に展開し新規顧客の拡大に
努めてまいりました。 
その結果、当事業の売上高は423億8千2百万円と前中間連結会計期間に比べ、21億1千8百万円（前年

同期比5.3％増）の増収となりました。また、営業利益につきましては7億3千4百万円と前中間連結会計
期間に比べ、10億9千9百万円（前年同期比60.0％減）の減益となりました。 

  

[エアゾール・燃料充填事業] 

当事業の主力製品であるカセットコンロ用ボンベは、猛暑による影響もあり、売上高で前中間連結会
計期間に比べ、7.3％減の12億2千1百万円となりました。 
エアゾール製品につきましては、雑貨部門のエアゾールと海外委託製品の推進が実り、前中間連結会

計期間に比べ、15.8％増の13億6千9百万円となりました。 
その結果、当事業の売上高は、25億9千万円となり、前中間連結会計期間に比べ9千1百万円(前年同期

比3.6％増)増収となりました。また、営業損失は1千3百万円となりましたが、前中間連結会計期間に比
べ2千8百万円改善されました。 

  

[その他の事業] 

その他の事業につきましては、販売努力を積み重ねましたものの、売上高は1億2千万円と前中間連結
会計期間に比べ1千2百万円(前年同期比9.1％減)の減収となり、営業損失は1千1百万円で、前中間連結
会計期間に比べ1千9百万円の減益となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ、8億9千3百万円減
少し、当中間連結会計期間末残高は57億5千3百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

前中間連結会計期間に比べ6億2千6百万円収入が減少し、25億7千万円となりました。主な要因は、原
料価格の高騰や積極的な顧客基盤拡充に伴う経費等の増加によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

前中間連結会計期間に比べ、15億9千万円支出が減少し、45億3千万円となりました。主な要因は、有
形固定資産の取得による支出の減少によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

前中間連結会計期間に比べ、9億2千2百万円収入が減少し、10億6千7百万円となりました。主な要因
は、借入金の返済がすすんだことによるものであります。 

  
２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループは販売を主として行っており、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注実績を金
額あるいは数量で示すことは行っておりません。なお、金額には、消費税等は含まれておりません。 
(1) 販売実績 

  

 
  

1) ガス事業の販売実績 
  

 
  

2) エアゾール・燃料充填事業の販売実績 
  

 
  

事業の種類別セグメントの名称
前中間連結会計期間
18.４.１～18.９.30

当中間連結会計期間 
19.４.１～19.９.30

ガス事業(百万円) 40,264 42,382

エアゾール・燃料充填事業(百万円) 2,499 2,590

その他の事業(百万円) 132 120

合計(百万円) 42,896 45,093

区分
前中間連結会計期間
18.４.１～18.９.30

当中間連結会計期間 
19.４.１～19.９.30

ガス販売量(t) 224,560 237,824

ガス(百万円) 29,524 31,520

機器(百万円) 6,960 6,717

受注工事(百万円) 3,022 3,150

その他(百万円) 756 993

合計(百万円) 40,264 42,382

区分
前中間連結会計期間
18.４.１～18.９.30

当中間連結会計期間 
19.４.１～19.９.30

ライター用・簡易コンロ用ガスボンベ等 
(百万円)

1,317 1,221

エアゾール製品等(百万円) 1,182 1,369

合計(百万円) 2,499 2,590



３ 【対処すべき課題】 
(1) 対処すべき課題 
当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要

な変更はありません。 

(2) 株式会社の支配に関する基本方針 

１.基本方針 

当社グループが企業価値を維持・向上するためには、当社の供給エリアである関東一円の一般家庭

に、安全且つ安定的に、より安価にガス体エネルギーを供給し続けるとともに、その特性である快適

性,経済性,省エネ性,環境性などを提供することが不可欠であると考えております。そのためには、

消費者の生活を支えるライフライン・社会資本ともいうべき、ガス本支管等の既存設備の経年管理

に、積極的且つ創造的な再投資に努めて参るとともに、緊急災害時に対応する基幹設計の更なる充実

と、新たな供給システムの開発に積極的に取り組むなど、長期的な観点から財務及び事業の方針を決

定し、消費者・地域社会をはじめとするステークホルダーズとの信頼関係を構築していかなければな

りません。当社取締役会は、このような長期的な観点から、当社の財務及び事業の方針を決定するこ

とを嫌い、当社がこれまで築き上げてきた地域社会や使用人、協力会社、金融機関等ステークスホル

ダーズとの信頼関係を破壊し、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあ

る株式買付行為を行う者は、当社の方針の決定を支配する者として、適切ではないと考えておりま

す。 

２.基本方針実現のための取組み 

当社は、上記基本方針を実現するための取組みとして、平成18年2月9日開催の取締役会により、企

業価値向上プランを導入し、同年6月9日の一部改正を経て、同年6月29日開催の第52期定時株主総会

において承認を得ました。なお、平成19年6月12日開催の取締役会において、金融商品取引法の施行

に合わせて、一部改正を行いました。その概要は、以下の通りであります。同プランの全文は当社ホ

ームページにおいて閲覧することができます。 

 （http://www.nichigas.co.jp/human/ir/torikumi/index.html） 

Ⅰ．「日本瓦斯グループの経営理念～持続的成長を目指して～」の策定 

当社は、中長期的観点から持続的成長を可能とするため、当社経営陣により、あらかじめ経営理念

(日本瓦斯グループの経営理念～持続的成長を目指して～)を策定・公表した上で経営を行い、株主の

皆様に業績評価をして頂くことが、当社経営陣の経営責任の明確化に資すると考え、当社グループの

現在の状況を踏まえ、次のとおりグループ経営理念を策定します。 

①地域社会に対する貢献 

②企業の持続的成長を目指す 

③人的資源の尊重 

Ⅱ．経営評価委員会の設置 

当社は、上記経営理念の公表と合わせて、企業価値及び株主共同の利益の維持・向上に向けた取り

組みについて、外部から客観的な意見を求めてガバナンス機能を強化するため、当社取締役会から独

立した外部有識者をメンバーとする経営評価委員会を設置しました。現在委員には、井手秀樹慶応義

塾大学商学部教授を委員長として、稲葉威雄早稲田大学大学院法務研究科客員教授、塩崎勤法政大学

大学院法務研究科教授が就任しております。 

Ⅲ．企業価値向上プランの導入 

    1.企業価値向上プラン導入の目的-企業価値・株主共同の利益の維持・向上 

当社取締役会は、特定の株主グループによる当社発行済株式(当社保有自己株式を除く)の株券

等保有割合が20%以上となる買付提案(以下、単に「買付提案」といいます。)又は買付行為が、

当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する買収類型に該当するか否かを判断するためのルール

(以下、「企業価値向上プラン」といいます。)を策定し、企業価値・株主共同の利益を毀損する

買収類型に該当すると判断した場合には、企業価値及び株主共同の利益の維持・向上という目的

のために、対抗措置として取得条項付新株予約権の無償割当てを行うことといたしました。 

    2.当社株式の買付提案及び買付行為への対応方針 

     (企業価値向上プランの内容) 

     (1)企業価値向上プランの対象となる買付者 

企業価値向上プランの対象となる買付者は、特定の株主グループによる当社発行済株式(当社

保有自己株式を除く)の株券等保有割合が20%以上となる買付提案又は買付行為を行おうとする者

(以下、「買付者」といいます。)です。 



     (2)必要情報提供手続 

買付者には、当社発行済株式(当社保有自己株式を除く)の株券保有割合が20%以上となる買付

行為(以下、「大規模買付行為」といいます。)を行う前に、当社取締役会に対して、買付提案を

行っていただきます。当社取締役会は、買付者の買付提案が具体的に当社の企業価値及び株主共

同の利益を毀損するものではないかを判断するために、買付者からの買付提案を受けた後、5営

業日以内に、必要情報の提供を要請します。買付者から十分な情報提供がなされた場合又は複数

回にわたる情報要請にかかわらず買付者から十分な情報提供がなされなかった場合、当社取締役

会は受領した情報を、直ちに独立の外部専門家3名により構成され、別に設置される経営評価委

員会に上程します。 

     (3)経営評価委員会及び取締役会による検討手続 

当社取締役会から必要情報の上程を受けた経営評価委員会は、外部専門家の助言を受ける等し

ながら、買付提案の検討・分析を行い、当社取締役会が買付者から受領した必要情報の上程を受

けてから60営業日以内(但し、経営評価委員会は、必要がある場合には、この期間を30営業日に

限り延長することができるものとします。)に、当社取締役会に対して、対抗措置の発動の要否

について勧告します。 

     (4)経営評価委員会による検討・分析事項 

経営評価委員会は、以下の事項の該当性につき検討・分析し、いずれかに該当すると判断した

場合には、当社取締役会に対して対抗措置の発動を勧告し、いずれにも該当しないと判断した場

合には、対抗措置の不発動を勧告します。 

①買付者が当社取締役会より複数回にわたる情報提供の要請を受けたにもかかわらず、株主が

当社株式を買付者に譲渡するか、保持し続けるかを判断するために十分な情報を提供しない場合

であり、且つ当該時点で対抗措置を発動しない場合には当社の企業価値及び株主共同の利益を毀

損するおそれがあると認められる。 

②濫用的買収者である(以下のいずれかに該当すること) 

(i)買付者が、真に当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて

高値で株式を当社又は当社の関係者に引き取らせる目的で、当社株式の買付提案又は買付行為を

行っている(いわゆるグリーンメイラーである)ことが客観的かつ合理的に認められる。 

(ⅱ)買付者が、当社の経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハ

ウ、企業秘密情報、主要取引先や顧客等を当該買付者や、そのグループ会社等に移譲させる等、

いわゆる焦土化経営を行う目的で、当社株式の買付提案又は買付行為を行っていることが客観的

且つ合理的に認められる。 

(iii)買付者が、当社の経営を支配した後に、当社の資産を当該買付者やそのグループ会社等

の債務の担保や弁済原資として流用する予定で当社株式の買付提案又は買付行為を行っているこ

とが客観的且つ合理的に認められる。 

(ⅳ〉買付者が、当社の経営を一時的に支配して当社の事業に当面関係していない不動産、有

価証券等、高額資産等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるか、あ

るいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って株式の高価売り抜けをする目的で、当社

株式の買付提案又は買付行為を行っている場合等、当社を食い物にしようとしていることが客観

的且つ合理的に認められる。 

(v)買付者が、二段階での強圧的な買付( 初の買付条件を有利に、二段階目の買付条件を不利

に(あるいは明確にしないで)設定するような行為のことをいい、 初の買付行為に応じなければ

不利益を被るような状況を作り出し、株主の皆様に売り急がせる買付手法のことをいいます。)

を予定して、当社株式の買付提案又は買付行為を行っていることが、客観的且つ合理的に認めら

れる。 

③買付後の経営計画又は事業計画が著しく不合理であり、買付者による買付後に当社の企業価

値及び株主共同の利益が毀損されることが明らかである。 

④(現経営陣の経営計画又は事業計画が、経営評価委員会に上程された場合で)買付後の経営計

画又は事業計画が、現経営陣の経営計画又は事業計画(買付者による買付提案に対する代替案を

含みます。)と比較して、明白に劣っており、買付者による、買付後に当社の企業価値及び株主

共同の利益が毀損されることが明らかである。 

    (5)経営評価委員会による勧告の尊重 

当社取締役会は、経営評価委員会の勧告を受け、対抗措置発動の要否を決定します。その判断

の際には、経営評価委員会による勧告を 大限尊重いたします。 



     (6)取締役会の検討内容の開示 

当社取締役会は、対抗措置を発動する旨の決議をした場合、速やかに、当該決議をした旨及び

その理由を開示いたします。また、対抗措置を発動しない旨の決議をした場合でも、買付提案が

当社取締役会の経営計画又は事業計画(買付者による買付提案に対する代替案を含みます。)に劣

り、当社の企業価値及び株主共同の利益の維持・向上に反すると判断した場合には、その旨の意

見表明を行い、当社取締役会の経営計画又は事業計画〈買付者による買付提案に対する代替案を

含みます。)を適切な時期に開示し、株主の皆様のご判断を仰ぎます。 

    3.対抗措置の内容 

対抗措置として割当てられる取得条項付新株予約権の概要は、以下の通りです。 

     (1)新株予約権の割当対象となる株主及びその条件 

当社取締役会が対抗措置を発動する旨の決議をした後に開催される取締役会の決議で、決定さ

れる割当期日(以下、「割当期日」といいます。)時点における 終の株主名簿又は実質株主名簿

に記載又は記録された株主に対し、その保有株式1株につき1個の割合で新株予約権を割当てる。

     (2)取得条項 

新株予約権の割当てに関する決議を行う取締役会において、決定される取得条項成就日が到来

することを条件として、当社はこの新株予約権を取得し、代わりに当社普通株式3株を限度とし

て交付する。 

     (3)取得条件 

買付者及び買付者を含む特定の株主グループに属するものが、新株予約権の割当を受けた場合

には、当該新株予約権者である買付者及び買付者を含む特定の株主グループに属する者から、そ

の保有する新株予約権を取得し、代わりに当社普通株式を交付することを行わない。 

 3.基本方針実現のための取組みについての取締役会の判断及びその理由 

上記取組みのうち、「Ⅰ.『目本瓦斯グループの経営理念～持続的成長を目指して～』の策

定」及び「Ⅱ.経営評価委員会の設置」については、当社事業の特性に基づいて、当社の企業価

値ひいては株主共同の利益を維持・向上することを直接の目的として行われるものであるから、

基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社会社役員の地位の維持を目

的とするものではございません。また、「Ⅲ.企業価値向上プランの導入」につきましても、以

下の理由から、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社会社役員の

地位の維持を目的とするものではございません。 

    (1)買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること 

本プランは、経済産業省および法務省が平成17年5月27日に発表した企業価値・株主共同の利

益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則を充足しています。 

     (2)株主意思を重視するものであること 

本ルールは、平成18年6月29日開催の第52回定時株主総会において、定款変更議案及び本プラ

ンの継続をご了承いただいたことによって、株主の皆様のご信任を得ております。また、今後

も、取締役選任議案(企業価値向上プランの継続を支持する取締役の選任をお諮りします。)とし

て、株主の皆様の意思を反映させていくことを予定しております。 

     (3)独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

経営評価委員会は、有事にも当社取締役会の恣意的行動を厳しく監視するとともに、その判断

の概要については、当社ホームページにおいて株主の皆様に情報開示されており、本プランの透

明な運営が行われる仕組みが確保されています。 

     (4)合理的な客観的要件の設定 

本ルールは、合理的且つ客観的な要件が充足されなければ発動されないように設定されてお

り、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。

     (5)デットハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと 

本プランは、今後も株主総会において、取締役選任議案を通じて株主の皆様の意思を反映させ

ていくことを予定しておりますので、株主総会決議により廃止できない又は時間を要する、いわ

ゆるデットハンド型・スローハンド型の買収防衛策ではございません。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 
当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 
当社は、エアゾール・燃料充填事業において研究開発活動を行っております。 

  取手工場内に設けられた研究施設に専任の研究スタッフを配し付加価値の高い製品創りを目的として製

品開発をおこなっております。 

 昨年からのテーマであります消臭除菌剤を中心とした衛生分野への自社製品の製造販売を継続しつつ、

トイレ除菌剤や冷却スプレーなどエアゾールの長所を生かした特徴のある製品開発に努力してまいりまし

た。 

 また従来から研究開発をおこなってまいりました医薬部外品・化粧品分野での受注が増加する傾向にあ

る中で、この分野における研究テーマも多岐にわたって来ている状況にあり付加価値の高いこの分野での

製品開発にも積極的に取り組んでおります。 

  医薬部外品開発製品の厚生労働省への承認の取得、試作品の化粧品メーカーへの積極的な提案に努めて

おります。 

  これらの研究開発に要した費用は当中間連結会計期間において20百万円であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、連結子会社新日本瓦斯㈱及び北日本ガス㈱の熱量変更終了に伴い次の資
産を除却いたしました。 

 
（注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前連結会計年度末(平成19年３月31日)において、実施中又は計画中であった設備計画のうち、当中間
連結会計期間に完了したものは、次のとおりであります。 

  

   
(注) 設備の状況における金額については、消費税等を除いて表示しております。 

(2) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 
  

   
(注) 既支払額は平成19年９月30日現在のものを示しております。 

会社名
事業の種類別 

セグメントの名称
除却額総額 
（百万円)

設備等の主な内容・目的 除却年月

新日本瓦斯㈱ ガス事業 112
北本地区の熱量変更終了に伴う北本工場プ
ラント設備の除却

平成19年9月

北日本ガス㈱ ガス事業  71
小山・鹿沼地区の熱量変更終了に伴う製造
設備の除却

平成19年9月

会社名
事業の種類 
別セグメン 
トの名称

設備の内容
金額 

(百万円)
完成年月 摘要

(提出会社） (ガス供給設備の更新並びにLPガス販売能
力の増強)

ガス事業 LPガス導管設備 63 H19.4～H19.9 川越霞ヶ関団地ほか

ガス事業 LPガス製造設備 45 H19.4～H19.9 江戸川台分譲地ほか

(連結子会社)

東彩ガス㈱ ガス事業 都市ガス供給設備 1,834 H19.4～H19.9 春日部市・越谷市・吉川市地区内導管工事
ほか

ガス事業 業務設備 167 H19.4～H19.9 リース機器ほか

新日本瓦斯㈱ ガス事業 都市ガス供給設備 196 H19.4～H19.9 北本市・久喜市地区内導管工事ほか

東日本ガス㈱ ガス事業 都市ガス供給設備 412 H19.4～H19.9 取手市・我孫子市地区内導管工事ほか

会社名
事業の種類 
別セグメン 
トの名称

設備の 
内容

予算金額 
(百万円)

既支払額
(百万円)

今後の支払
予定額 

(百万円)

資金
調達方法

着工年月
完成予定
年月

摘要

(提出会社) (ガス供給設備の更新  

 並びにＬＰガス販売 

 能力の増強)

ガス事業 事務所新築 89 30 59 自己資金 19.4 20.3 つくば営業所

ガス事業
LPガス導管設
備

75 ‐ 75 自己資金 19.4 19.12 竹中第二団地

ガス事業
LPガス導管設
備

38 18 20 自己資金 19.5 19.10 丸山団地

ガス事業
LPガス導管設
備

36 ‐ 36 自己資金 19.5 20.3 大森団地

(連結子会社)

東彩ガス㈱ ガス事業
都市ガス供給
設備

453 ‐ 453 自己資金 19.10 20.3
春日部市・越谷市・さ

いたま市岩槻区・吉川

市地区内導管工事ほか

ガス事業 業務設備 26 ‐ 26 自己資金 19.10 20.3
業務システム入替ほ
か

北日本ガス㈱ ガス事業
都市ガス供給
設備

37 ‐ 37 自己資金 19.10 19.11
小山地区大口需要家
配管工事ほか

ガス事業 業務設備 9 ‐ 9 自己資金 19.6 20.3
業務システム入替ほ
か



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 179,846,100

計 179,846,100

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 44,961,525 44,961,525
東京証券取引所
（市場第一部）

―

計 44,961,525 44,961,525 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

  平成19年4月1日～ 
    平成19年9月30日

－ 44,961 － 5,000 － 4,385



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

   
(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 
（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株含まれております。な

お、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数110個が含まれておりません。 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 
（退職給付信託岩谷産業口）

東京都港区浜松町2丁目11-3 6,700 14.90

ＡＣレモン株式会社 東京都港区港南1丁目8-27 2,397 5.33

東陽ガス株式会社 千葉県松戸市馬橋2301-2 2,226 4.95

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿1丁目28-1 1,604 3.56

資産管理サービス信託銀行株式会社
（みずほ信託退職給付信託みずほ銀行口）

東京都中央区晴海1丁目8-12 1,604 3.56

野村信託銀行株式会社 
（退職給付信託三菱東京ＵＦＪ銀行口）

東京都千代田区大手町2丁目2-2 1,350 3.00

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1丁目1-2 1,180 2.62

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1丁目6-6 994 2.21

野村信託銀行株式会社 
(退職給付信託三菱ＵＦＪ信託銀行口)

東京都千代田区大手町2丁目2-2 900 2.00

レモンガス株式会社 神奈川県平塚市高根1 816 1.81

計 ― 19,772 43.97

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

普通株式
(自己保有株式)

― ―204,600
(相互保有株式)

309,000

完全議決権株式(その他)
普通株式

44,398,100
443,871 ―

単元未満株式
普通株式

49,825
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 44,961,525 ― ―

総株主の議決権 ― 443,871 ―



② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 
  

 
(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1) 役職の異動 

 
  

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
日本瓦斯㈱

 
中央区八丁堀2丁目10-7

204,600 － 204,600 0.45

(相互保有株式) 
日本瓦斯運輸整備㈱

西東京市芝久保町1丁目 
23-１

309,000 － 309,000 0.69

計 ― 513,600 － 513,600 1.14

月別 平成19年４月 平成19年５月 平成19年６月 平成19年７月 平成19年８月 平成19年９月

高(円) 1,142 1,166 1,145 1,150 1,140 1,213

低(円) 1,001 980 1,070 964 953 1,045

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 
（営業支援本部企画業務部長）

取締役
（営業支援本部ガス事業管理部長）

渡辺 大乗 平成19年10月１日

取締役 
（営業支援本部ガス事業管理部長）

取締役
（営業支援本部企画業務部長）

福田 典生 平成19年10月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)

の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、協立監査法人により中間監査を受けてお

ります。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

〔資産の部〕

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,338 5,814 6,705

 ２ 受取手形及び売掛金 ※７ 10,828 10,916 13,599

 ３ たな卸資産 5,154 5,210 5,009

 ４ 繰延税金資産 554 832 795

 ５ その他 682 956 356

   貸倒引当金 △ 104 △ 122 △ 188

   流動資産合計 21,455 19.3 23,608 20.7 26,278 22.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※1・ 

2

  (1) 建物及び構築物 6,245 6,709 6,829

  (2) 機械装置 
    及び運搬具 38,940 40,114 40,910

  (3) 工具器具及び備品 472 605 546

  (4) 土地 16,683 17,136 17,143

  (5) 建設仮勘定 2,635 64,977 58.3 1,284 65,850 57.7 1,409 66,840 56.5

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん 9,370 8,689 9,087

  (2) その他 274 9,644 8.7 593 9,283 8.1 544 9,631 8.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 8,225 6,962 7,906

  (2) 長期貸付金 558 564 598

  (3) 繰延税金資産 2,453 2,954 2,492

  (4) その他 2,681 2,327 2,609

    貸倒引当金 △ 765 13,154 11.8 △ 760 12,048 10.6 △ 765 12,840 10.9

   固定資産合計 87,775 78.8 87,182 76.4 89,312 75.5

Ⅲ 繰延資産

   開発費 2,120 3,335 2,680

   繰延資産合計 2,120 1.9 3,335 2.9 2,680 2.3

   資産合計 111,352 100 114,125 100 118,270 100



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

〔負債の部〕

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※７ 9,788 10,142 13,263

 ２ 短期借入金 ※２ 14,435 20,514 22,033

 ３ 未払法人税等 421 447 1,478

 ４ 賞与引当金 475 480 429

 ５ その他 2,709 2,884 3,103

   流動負債合計 27,831 25.0 34,469 30.2 40,307 34.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 42,587 38,859 35,946

 ２ 再評価に係る繰延税 
   金負債 266 266 266

 ３ 繰延税金負債 220 ― 220

 ４ 退職給付引当金 2,523 2,411 2,513

 ５ 役員退職慰労引当金 325 1,250 365

 ６ ガスホルダー修繕 
   引当金 347 288 339

 ７ ガス熱量変更引当金
 

※６ 
 

239 1 141

 ８ その他 60 59 57

   固定負債合計 46,572 41.8 43,137 37.8 39,849 33.7

   負債合計 74,403 66.8 77,606 68.0 80,157 67.8



 
  

  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

〔純資産の部〕

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 5,000 4.5 5,000 4.4 5,000 4.2

 ２ 資本剰余金 4,385 3.9 4,385 3.8 4,385 3.7

 ３ 利益剰余金 16,124 14.5 16,125 14.1 16,832 14.2

 ４ 自己株式 △ 217 △0.2 △ 228 △0.2 △ 225 △0.2

   株主資本合計 25,292 22.7 25,283 22.1 25,993 21.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金 1,668 1.5 1,104 1.0 1,648 1.4

 ２ 為替換算調整勘定 59 0.1 ― 73 0.1

   評価・換算差額等 
   合計 1,727 1.6 1,104 1.0 1,722 1.5

Ⅲ 少数株主持分 9,927 8.9 10,131 8.9 10,397 8.8

   純資産合計 36,948 33.2 36,519 32.0 38,113 32.2

   負債純資産合計 111,352 100 114,125 100 118,270 100



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 42,896 100 45,093 100 96,492 100

Ⅱ 売上原価 25,906 60.4 27,890 61.8 58,838 61.0

   売上総利益 16,989 39.6 17,202 38.2 37,654 39.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費

１ 運搬諸掛 936 872 2,204

 ２ 貸倒引当金繰入額 ― 24 90

 ３ 給料手当 2,753 2,960 6,030

 ４ 賞与引当金繰入額 403 410 495

 ５ 退職給付費用 265 234 521

 ６ 役員退職慰労引当金 
   繰入額 48 57 87

 ７ ガスホルダー修繕 
   引当金繰入額 9 5 19

 ８ 福利厚生費 652 732 1,253

 ９ 消耗器具費 1,147 1,441 2,646

10 租税公課 538 540 917

 11 事業税 135 133 316

 12 減価償却費 3,388 3,762 7,071

 13 のれん償却額 381 388 758

 14 修繕費 288 309 642

 15 支払手数料 2,478 2,624 5,161

 16 その他 2,008 15,437 36.0 2,272 16,772 37.2 4,268 32,484 33.7

   営業利益 1,552 3.6 430 1.0 5,169 5.3

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 4 5 11

 ２ 受取配当金 62 57 87

 ３ 不動産賃貸料 34 30 59

 ４ 保険金収入 78 24 84

 ５ 持分法による 
   投資利益 1 20 16

 ６ その他 57 240 0.6 103 241 0.5 153 413 0.4

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 381 409 773

 ２ その他 10 391 0.9 2 412 0.9 29 802 0.8

   経常利益 1,400 3.3 259 0.6 4,780 4.9



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

  １ 貸倒引当金戻入額 17 65 ―

  ２ 固定資産売却益 ※１ 9 1 20

  ３ 投資有価証券売却益 0 ― 10

  ４ ガス熱量変更引当金 
      戻入額 91 139 189

 ５ ガスホルダー修繕 
   引当金戻入額

― 118 0.3 2 208 0.5 ― 219 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※２ 0 0 109

 ２ 減損損失 ※４ 29 ― 29

 ３ 固定資産除却損 ※３ 23 202 99

 ４ 役員退職慰労金 91 23 91

  ５ 役員退職慰労 
   引当金繰入額 ― 880 ―

 ６ 販売用不動産評価損 ― ― 310

 ７ 会員権貸倒引当金繰 
    入額 1 ― 1

 ８ 会員権売却損 ― ― 1

 ９ 関係会社出資金 
   売却損 ― 8 ―

 ９ 関係会社整理損 ― ― 7

 10 たな卸減耗損 ― 146 0.4 0 1,115 2.5 6 657 0.7

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益 
   （損失△）

1,373 3.2 △ 646 △1.4 4,342 4.5

   法人税、住民税 
   及び事業税 256 245 1,539

   法人税等調整額 452 709 1.7 △ 342 △ 96 △0.2 189 1,729 1.8

   少数株主利益 108 0.2 △ 86 △0.2 749 0.8

   中間(当期)純利益 
   （損失△）  555 1.3 △ 462 △1.0 1,864 1.9



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

   前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
 (注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

   当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

  

株主資本 評価・換算差額等

少数株主 

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計

その他 

有価証券 

評価差額金

為替換算

調整勘定

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,000 4,385 15,801 △ 216 24,971 2,086 63 2,150 9,873 36,995

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △ 244 △ 244 △ 244

 役員賞与（注） △ 3 △ 3 △ 3

 合併による受入 14 14 14

 中間純利益 555 555 555

 自己株式の取得 △ 3 △ 3 △ 3

 その他 1 1 1

 株主資本以外の項目の中間連 

 結会計期間中の変動額(純額)
△ 418 △ 3 △ 422 53 △ 368

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円)
322 0 321 △ 418 △ 3 △ 422 53 △ 46

平成18年９月30日残高(百万円) 5,000 4,385 16,124 △ 217 25,292 1,668 59 1,727 9,927 36,948

株主資本 評価・換算差額等

少数株主 

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計

その他 

有価証券 

評価差額金

為替換算

調整勘定

評価・換算 

差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 5,000 4,385 16,832 △ 225 25,993 1,648 73 1,722 10,397 38,113

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △ 244 △ 244 △ 244

 中間純損失 △ 462 △ 462 △ 462

 自己株式の取得 △ 3 △ 3 △ 3

 株主資本以外の項目の中間連 

 結会計期間中の変動額(純額)
△ 543 △ 73 △ 617 △ 266 △ 883

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円)
△ 707 △ 3 △ 710 △ 543 △ 73 △ 617 △ 266 △ 1,593

平成19年９月30日残高(百万円) 5,000 4,385 16,125 △ 228 25,283 1,104 ― 1,104 10,131 36,519



   前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
 (注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 評価・換算差額等

少数株主 

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計

その他 

有価証券 

評価差額金

為替換算

調整勘定

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,000 4,385 15,801 △ 216 24,971 2,086 63 2,150 9,873 36,995

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △ 489 △ 489 △ 489

 役員賞与（注） △ 3 △ 3 △ 3

 合併による受入 14 14 14

 合併による範囲の変更等 △ 355 △ 355 △ 355

 当期純利益 1,864 1,864 1,864

 自己株式の取得 △ 12 △ 12 △ 12

 自己株式の処分 1 1 1

 その他 1 1 1

 株主資本以外の項目の連結 

  会計年度中の変動額(純額)
△ 438 10 △ 427 523 95

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円)
1,031 △ 8 1,022 △ 438 10 △ 427 523 1,118

平成19年３月31日残高(百万円) 5,000 4,385 16,832 △ 225 25,993 1,648 73 1,722 10,397 38,113



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前中間（当期）純利益 1,373 △ 646 4,342

   減価償却費 3,455 3,857 7,219

   開発費償却額 363 549 844

   減損損失 29 ― 29

   のれん償却額 381 388 758

   貸倒引当金の増減額（減少△） △ 41 △ 70 42

   退職給付引当金の増減額（減少△） 12 △ 102 1

   役員退職慰労引当金の増加額 ― 885 ―

    ガス熱量変更引当金の減少額 △ 91 △ 139 △ 189

   受取利息及び受取配当金 △ 67 △ 62 △ 98

   支払利息 381 409 773

   持分法による投資利益 △ 1 △ 20 △ 16

   販売用不動産評価損 ― ― 310

   有形固定資産売却損益（益△） △ 9 0 89

   有形固定資産除却損 23 202 99

   投資有価証券売却益 0 ― △ 10

   売上債権の増減額（増加△） 2,092 2,682 △ 670

   たな卸資産の増減額（増加△） 433 △ 201 269

   仕入債務の減少額 △ 3,908 △ 3,120 △ 448

   未払消費税等の増減額（減少△） 83 △ 159 178

   前受金の増加額 72 66 89

   その他 △ 272 △ 343 △ 640

    小計 4,310 4,174 12,974

   利息及び配当金の受取額 67 62 98

   利息の支払額 △ 381 △ 411 △ 772

   法人税等の支払額 △ 799 △ 1,255 △ 1,070

  営業活動によるキャッシュ・フロー 3,196 2,570 11,230

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △ 4,713 △ 3,203 △ 9,371

   有形固定資産の売却による収入 50 21 175

   のれんの取得による支出 △ 244 △ 10 △ 347

   投資有価証券の取得による支出 △ 17 △ 40 △ 20

   投資有価証券の売却による収入 0 ― 210

   貸付けによる支出 △ 163 △ 8 △ 266

   貸付金の回収による収入 51 42 114

   開発費の支出 △ 1,115 △ 1,204 △ 2,155

   その他 30 △ 125 △ 245

  投資活動によるキャッシュ・フロー △ 6,121 △ 4,530 △ 11,906

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 3,430 2,340 6,980

   短期借入金の返済による支出 △ 2,386 △ 1,928 △ 6,842

   長期借入れによる収入 7,310 9,549 13,800

   長期借入金の返済による支出 △ 5,499 △ 8,568 △ 10,820

   社債の償還による支出 △ 750 ― △ 750

   少数株主に対する株式の発行による 

   収入
217 ― 217

   自己株式の売却による収入又は 

   自己株式の取得による支出
△ 10 △ 3 △ 17

   配当金の支払額 △ 244 △ 244 △ 489

   少数株主への配当金の支払額 △ 76 △ 78 △ 99

  財務活動によるキャッシュ・フロー 1,990 1,067 1,980

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少△） △ 934 △ 893 1,304

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 5,257 6,646 5,257

Ⅵ 非連結子会社の合併に伴う被合併会社 

  の現金及び現金同等物の増加額
7 ― 83

Ⅶ 現金及び現金同等物の 

  中間期末（期末）残高
4,330 5,753 6,646



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社８社の名称

 東彩ガス株式会社、新日本瓦斯

株式会社、東日本ガス株式会

社、北日本ガス株式会社、日本

瓦斯工事株式会社、日本瓦斯運

輸整備株式会社、リノーバ東日

本株式会社、株式会社ユピア新

日本

(1) 連結子会社８社の名称

同左 

  

  

  

  

  

 

(1) 連結子会社８社の名称

同左 

 

 

 

 

 

 

  連結子会社の異動

  該当事項はありません。

  連結子会社の異動

同左

  連結子会社の異動

  平成19年３月31日付にて、連結

子会社東彩ガス株式会社は、非

連結子会社庄和都市ガス株式会

社を吸収合併いたしました。

(2) 非連結子会社名

 東彩設備株式会社、株式会社ガ

スプラザ東彩、俊道ガス株式会

社、株式会社ニチガス物流計算

センター、庄和都市ガス株式会

社、白岡ガス株式会社

(2) 非連結子会社名

 東彩設備株式会社、株式会社ガ

スプラザ東彩、俊道ガス株式会

社、株式会社ニチガス物流計算

センター、白岡ガス株式会社

(2) 非連結子会社名

同左

 非連結子会社について連結の範

囲から除いた理由

 非連結子会社６社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためでありま

す。

 非連結子会社について連結の範

囲から除いた理由

 非連結子会社５社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためでありま

す。

 非連結子会社について連結の範

囲から除いた理由

 非連結子会社５社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。

２ 持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用の非連結子会社数

２社

   東彩設備株式会社、株式会 

  社ガスプラザ東彩

(1) 持分法適用の非連結子会社数

２社

同左

(1) 持分法適用の非連結子会社数

２社

同左

(2) 持分法適用の関連会社数

１社

  珠海岩谷气具有限公司

(2) 持分法適用の関連会社数

―

 前連結会計年度まで持分法適用

の関連会社でありました岩谷气

具（珠海）有限公司（決算日12

月31日、中間仮決算日６月30

日）は、平成19年７月２日に出

資金を全額譲渡したため、当中

間連結会計期間末より持分法適

用の関連会社から除外しており

ます。

(2) 持分法適用の関連会社数

１社

  珠海岩谷气具有限公司



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 持分法の適用に関する事

項

(3) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社

 非連結子会社名

 俊道ガス株式会社、株式会社ニ

チガス物流計算センター、庄和

都市ガス株式会社、白岡ガス株

式会社

(3) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社

 非連結子会社名

 俊道ガス株式会社、株式会社ニ

チガス物流計算センター、白岡

ガス株式会社

(3) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社

 非連結子会社名

同左

 関連会社名

 株式会社アイ・プロモーショ

ン、システム流通株式会社

 関連会社名

 株式会社アイ・プロモーション

 関連会社名

同左

 持分法を適用しない理由

 非連結子会社４社及び関連会社

２社は、それぞれ中間純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。

 持分法を適用しない理由

 非連結子会社３社及び関連会社

１社は、それぞれ中間純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。

 持分法を適用しない理由

 非連結子会社３社及び関連会社

１社は、それぞれ当期純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。

３ 連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項

 連結子会社の中間決算日と中間

連結決算日は一致しておりま

す。

同左  連結子会社の事業年度の末日と

連結決算日は一致しておりま

す。

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

 (イ)たな卸資産

   製品、商品及び貯蔵品

主として先入先出法に

よる原価法

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

 (イ)たな卸資産

   製品、商品及び貯蔵品

同左

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

 (イ)たな卸資産

   製品、商品及び貯蔵品

    同左

   販売用不動産 

        個別法による原価法

   販売用不動産 

    同左

   販売用不動産 

    同左

 (ロ)有価証券

   満期保有目的の債券

    償却原価法（定額法）

   その他有価証券

    時価のあるもの

     中間連結会計期間末日

の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全

部純資産直入法により

処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

 (ロ)有価証券

   満期保有目的の債券

     同左

   その他有価証券

    時価のあるもの

     同左

 (ロ)有価証券

   満期保有目的の債券

    同左

   その他有価証券

    時価のあるもの

     連結会計年度末日の市

場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定）

    時価のないもの

     移動平均法による原価

法

    時価のないもの

     同左

    時価のないもの

      同左

        子会社株式及び関連会社

株式

     移動平均法による原価

法

―
   

―

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

 (イ)有形固定資産

  定率法(ただし、平成１０年

４月１日以降に取得した建物

(建物付属設備を除く)は定額

法)を採用しております。

  連結子会社のうち北日本ガス

株式会社については、定額法

によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

 (イ)有形固定資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

 (イ)有形固定資産

同左

  なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

   建物及び構築物 ７～50年

   機械装置及び運搬具

４～20年
 

   

 

 

  



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

 (会計方針の変更)

  法人税法の改正（「所得税法

等の一部を改正する法律 平

成19年３月30日 法律第６

号」及び「法人税法施行令の

一部を改正する政令 平成19

年３月30日 政令第83号」）

に伴い、平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更

しております。 

これに伴い、前中間連結会計

期間と同一の方法によった場

合と比べ、営業利益及び経常

利益が37百万円それぞれ減少

し、税金等調整前中間純損失

が同額増加しております。 

なお、セグメント情報に与え

る影響については、当該箇所

に記載しております。

 (追加情報)

  当中間連結会計期間から、平

成19年３月31日以前に取得し

た有形固定資産については、

償却可能限度額まで償却が終

了した翌年から５年間で均等

償却する方法によっておりま

す。 

これに伴い、前中間連結会計

期間と同一の方法によった場

合と比べ、営業利益及び経常

利益が153百万円それぞれ減

少し、税金等調整前中間純損

失が同額増加しております。 

なお、セグメント情報に与え

る影響については、当該箇所

に記載しております。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

 (ロ)無形固定資産

   定額法

  のれんについては、取得後５

年及び20年で償却しておりま

す。

 (ロ)無形固定資産

    同左

同左

 (ロ)無形固定資産

      同左

同左

  自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可

能期間(５年)に基づいて償却

しております。

同左 同左

(3) 重要な繰延資産の処理方法

   開発費

     ５年による均等額償却を

行っております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

   開発費

     同左

(3) 重要な繰延資産の処理方法

   開発費

    同左

(4) 重要な引当金の計上基準 (4) 重要な引当金の計上基準 (4) 重要な引当金の計上基準

 (イ)貸倒引当金

  売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してお

ります。

 (イ)貸倒引当金

同左

 (イ)貸倒引当金

同左

 (ロ)賞与引当金

  連結財務諸表提出会社は、賞

与引当金を計上する必要はあ

りませんが、連結子会社は、

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の

支給見込額のうち当中間連結

会計期間の負担額を計上して

おります。

 (ロ)賞与引当金

同左

 (ロ)賞与引当金

  連結財務諸表提出会社は、賞

与引当金を計上する必要はあ

りませんが、連結子会社は、

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の

支給見込額のうち当連結会計

年度の負担額を計上しており

ます。

 (ハ)退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。

  なお、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数

(５年)による定率法により、

発生連結会計年度から費用処

理しております。

 (ハ)退職給付引当金

同左

 (ハ)退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生してい

ると認められる額を計上して

おります。

  なお、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数

(５年)による定率法により、

発生連結会計年度から費用処

理しております。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

 (ニ)役員退職慰労引当金

  連結子会社のうち東彩ガス株

式会社、新日本瓦斯株式会

社、東日本ガス株式会社、リ

ノーバ東日本株式会社の４社

は、役員の退職慰労金支給に

備えるため、内規に基づく当

中間連結会計期間末要支給額

を役員退職慰労引当金として

計上しております。

 (ニ)役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金支出に備え

るため、内規に基づく中間連

結会計期間末の支給予定額を

役員退職慰労引当金として計

上しております。

 (ニ)役員退職慰労引当金

  連結子会社のうち東彩ガス株

式会社、新日本瓦斯株式会

社、東日本ガス株式会社、リ

ノーバ東日本株式会社の４社

は、役員の退職慰労金支給に

備えるため、内規に基づく当

連結会計年度末要支給額を役

員退職慰労引当金として計上

しております。

 (会計方針の変更)

  当社及び、連結子会社のうち

北日本ガス株式会社、日本瓦

斯工事株式会社、日本瓦斯運

輸整備株式会社の３社の役員

退職慰労金は、従来、支出時

の費用として処理しておりま

したが、当中間連結会計期間

より内規に基づく中間連結会

計期間末の支給予定額を役員

退職慰労引当金として計上す

ることといたしました。 

この変更は、「租税特別措置

法上の準備金及び特別法上の

引当金又は準備金並びに役員

退職慰労引当金等に関する監

査上の取扱い」（日本公認会

計士協会監査・保証実務委員

会報告第42号 平成19年４月

13日改正）が公表されたこと

を契機に、役員退職慰労金を

役員の在任期間にわたり費用

配分することで期間損益の適

正化及び財務体質の健全化を

図るために行ったものであり

ます。 

この変更により、当中間連結

会計期間発生額は「販売費及

び一般管理費」へ、過年度相

当額は「特別損失」に計上

し、従来の方法と比べ、営業

利益及び経常利益は、37百万

円それぞれ減少し、税金等調

整前中間純損失は、917百万

円増加しております。 

なお、セグメント情報に与え

る影響については、当該箇所

に記載しております。

 (ホ)ガスホルダー修繕引当金

  連結子会社のうち東彩ガス株

式会社、新日本瓦斯株式会

社、東日本ガス株式会社、北

日本ガス株式会社の都市ガス

４社は、前回の修繕実施額に

基づく次回修繕見積額を修繕

周期にて配分計上しておりま

す。

 (ホ)ガスホルダー修繕引当金

同左

 (ホ)ガスホルダー修繕引当金

同左



 
  

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

 (へ)ガス熱量変更引当金 

連結子会社のうち北日本ガス

株式会社は、ガス熱量変更作

業に要する支出に備えるた

め、ガス熱量変更引当金に関

する省令（平成７年２月27日

通商産業省令第５号）３条の

規定により熱量変更費用見積

額を計上しております。

 (へ)ガス熱量変更引当金 

     同左

 (へ)ガス熱量変更引当金 

         同左

(5) 重要なリース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

  現在行っているのは特例処理

の要件を満たしている金利ス

ワップのみであり、これにつ

いては特例処理によっており

ます。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段…金利スワップ

   ヘッジ対象…借入金

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ ヘッジ方針

  デリバティブ取引に関する権

限及び取引限度額等を定めた

内部規定に基づき、金利変動

リスクを一定の範囲内でヘッ

ジしております。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

  特例処理による金利スワップ

のみであり、有効性の評価を

省略しております。

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

  消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によっ

ております。

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

  消費税等の会計処理

同左

(7) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

  消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッ

シュ・フロー計算書)に

おける資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、要求払預金

及び容易に換金可能であり、かつ

価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以

内に満期日又は償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、要求払預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に

満期日又は償還期限の到来する短

期投資からなっております。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

 
  

表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  (貸借対照表の純資産の部の表示に関す 

   る会計基準)

当中間連結会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17年12

月9日)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月9日)を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する 

金額は、27,020百万円であります。な

お、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の純資産の部について

は、中間連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の中間連結財務諸表規則に

より作成しております。

―
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  (貸借対照表の純資産の部の表示に関す 

   る会計基準)

当連結会計年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号 平成17年12月9

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準適用指針第８号 平成17年12

月9日)を適用しております。これまで

の資本の部の合計に相当する金額は、

27,715百万円であります。なお、当連

結会計年度における連結貸借対照表の

純資産の部については、連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の連結財務

諸表規則により作成しております。 

 

― ―   (企業結合に係る会計基準)

当連結会計年度より、「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会 平成15

年10月31日）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用

方針」(企業会計基準委員会最終改正

平成18年12月22日 企業会計基準適用

指針第10号)を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日)

（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間より、改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

き、連結調整勘定および営業権を「のれん」と表示しておりま

す。 

なお、前中間連結会計期間において、営業権は、中間連結貸借対

照表の無形固定資産「その他」に406百万円含まれております。  

 

      
            ―

（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間より、連結調整勘定および営業権を「のれ

ん」として表示したことに伴い、「販売費及び一般管理費」の連

結調整勘定償却額および営業権償却額を、「のれん償却額」と表

示しております。 

なお、前中間連結会計期間において、営業権償却額は減価償却費

に62百万円含まれております。 

 

            ―

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間より、連結調整勘定および営業権を「のれ

ん」として表示したことに伴い、「営業活動によるキャッシユ・

フロー 」の連結調整勘定償却額および営業権償却額を「のれん

償却額」と表示しております。 

なお、前中間連結会計期間において、営業権償却額は減価償却費

に62百万円含まれております。

            ―

―  前中間連結会計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の「その他」に含めていた「役員退職慰労引当金の増加額」は重

要性が増加したため、当中間連結会計期間から区分掲記することとし

ました。なお、前中間連結会計期間において、役員退職慰労引当金の

増加額は、その他に3百万円含まれております。



注記事項 
  

(中間連結貸借対照表関係) 
  

 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額

109,095百万円

※１  有形固定資産の減価償却累計額

114,054百万円

※１  有形固定資産の減価償却累計額

112,184百万円

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は、次のと

おりであります。

土地 1,127百万円

建物 208百万円

投資有価証券 14百万円

工場財団担保 24,574百万円

(土地) (2,542百万円)

(機械装置 
ほか)

(22,032百万円)

合計 25,925百万円

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は、次のと

おりであります。

土地 1,127百万円

建物 194百万円

投資有価証券 9百万円

工場財団担保 25,975百万円

(土地) (2,539百万円)

(機械装置
ほか)

(23,435百万円)

合計 27,307百万円

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は、次のと

おりであります。

土地 1,127百万円

建物 196百万円

投資有価証券 9百万円

工場財団担保 25,031百万円

(土地) (2,539百万円)

(機械装置
ほか)

(22,491百万円)

合計 26,365百万円

   担保付債務は、次のとおりであり

ます。

短期借入金 4,744百万円

長期借入金 5,639百万円

合計 10,383百万円

   担保付債務は、次のとおりであり

ます。

短期借入金 4,607百万円

長期借入金 5,479百万円

合計 10,086百万円

   担保付債務は、次のとおりであり

ます。

短期借入金 4,701百万円

長期借入金 5,610百万円

合計 10,312百万円

 ３ 保証債務

   連結会社以外の会社の金融機関か

らの借入金に対して、次のとお

り保証を行っております。

庄和都市ガス㈱ 690百万円

従業員 
(住宅資金)ほか

29百万円

合計 719百万円
 

 ３ 保証債務

   金融機関からの借入金に対して、

次のとおり保証を行っておりま

す。

従業員 
(住宅資金)ほか

21百万円

合計 21百万円
 

 ３ 保証債務

    金融機関からの借入金に対して、

次のとおり保証を行っておりま

す。

従業員
(住宅資金)ほか

24百万円

合計 24百万円

４ 

 
受取手形裏書 
譲渡高

765百万円
４ 

 
受取手形裏書
譲渡高

620百万円
４ 
  

受取手形裏書 
譲渡高

821百万円

 ５ 当社及び連結子会社４社において

は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行13社と当座貸

越契約を締結しております。

  当中間連結会計期間末における当

座貸越契約に係る借入未実行残

高は、次のとおりであります。

 ５ 当社及び連結子会社３社において

は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行13社と当座貸

越契約を締結しております。

  当中間連結会計期間末における当

座貸越契約に係る借入未実行残

高は、次のとおりであります。

 ５ 当社及び連結子会社４社において

は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行13社と当座貸越契

約を締結しております。

  当連結会計年度末における当座貸

越契約に係る借入未実行残高は、

次のとおりであります。

当座貸越極度額 5,475百万円

借入実行残高 1,500百万円

差引額 3,975百万円

当座貸越極度額 5,450百万円

借入実行残高 1,800百万円

差引額 3,650百万円

当座貸越極度額 5,450百万円

借入実行残高 1,500百万円

差引額 3,950百万円

※６ ガス熱量変更引当金は、ガス事業

法第２７条による引当金であ

り、ガス熱量変更引当金に関す

る省令第３条に基づき計上して

おります。

※６ ガス熱量変更引当金は、ガス事業

法第２７条による引当金であ

り、１年内に使用されると認め

られるものであります。

※６      同左

※７ 中間連結会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しており

ます。なお、当中間連結会計期

間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の満期手形が中間

連結会計期間末日の残高に含ま

れております。

※７ 中間連結会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しており

ます。なお、当中間連結会計期

間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の満期手形が中間

連結会計期間末日の残高に含ま

れております。

※７ 連結会計年度末日の満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。な

お、当連結会計年度の末日は金融

機関の休日であったため、次の満

期手形が連結会計年度末日の残高

に含まれております。

 

受取手形 205百万円

支払手形 279百万円
 

受取手形 228百万円

支払手形 321百万円
 

受取手形 232百万円

支払手形 415百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 固定資産売却益は、機械装置

及び運搬具の売却によるもの

であります。

※１ 固定資産売却益は、機械装置

及び運搬具、土地の売却によ

るものであります     

※１ 固定資産売却益は、機械装置

及び運搬具、土地の売却によ

るものであります。

※２ 固定資産売却損は、機械装置

及び運搬具の売却によるもの

であります。

※２ 固定資産売却損は、建物及び

構築物、機械装置及び運搬具

の売却によるものでありま

す。

※２ 固定資産売却損は、建物及び

構築物、機械装置及び運搬

具、土地の売却によるもので

あります。

※３ 固定資産除却損は、建物及び

構築物、機械装置及び運搬具

並びに工具器具及び備品の除

却によるものであります。

※３     同左 ※３     同左

※４ 減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失

を計上しました。

用途 種類 場所

減損損失 

の金額 

(百万円)

遊休資産 土地
埼玉県さいた

ま市ほか
29

合計 29

※４     ― ※４ 減損損失 

当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産グル

ープについて減損損失を計上

しました。

用途 種類 場所

減損損失 

の金額 

(百万円)

遊休資産 土地
埼玉県さいた

ま市ほか
29

合計 29

当社グループは、事業資産に

ついては事業の種類別セグメ

ント単位に、遊休資産につい

ては個別物件単位で資産のグ

ループ化を行っております。 

ガス事業用地として取得した

土地で、その後の経済情勢及

び事業環境の変化等により有

効利用されていない遊休土地

について減損損失として特別

損失に計上しました。 

なお、回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、

各土地については固定資産税

評価額に基づいて評価してお

ります。

当社グループは、事業資産に

ついては事業の種類別セグメ

ント単位に、遊休資産につい

ては個別物件単位で資産のグ

ループ化を行っております。 

ガス事業用地として取得した

土地で、その後の経済情勢及

び事業環境の変化等により有

効利用されていない遊休土地

について減損損失として特別

損失に計上しました。 

なお、回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、

各土地については固定資産税

評価額に基づいて評価してお

ります。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要)  

普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

         該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後

となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 44,961 － － 44,961

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 364 3 0 366

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 246 ５円 50銭 平成18年３月31日 平成18年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成18年11月１日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 246 ５円 50銭 平成18年９月30日 平成18年11月20日



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要)  

普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

         該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後

となるもの 

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要)  

普通株式の自己株式の株式数の増加11千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

普通株式の自己株式の株式数の減少1千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

         該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 44,961 － － 44,961

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 374 3 0 376

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 246 ５円 50銭 平成19年３月31日 平成19年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年10月31日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 246 ５円 50銭 平成19年９月30日 平成19年11月19日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 44,961 － － 44,961

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 364 11 1 374



次へ 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 246 ５円 50銭 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年11月１日 
取締役会

普通株式 246 ５円 50銭 平成18年９月30日 平成18年11月20日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 246 ５円 50銭 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

現金及び 
預金勘定

4,338百万円

預入期間が 
３か月を超える 
定期預金

△7百万円

現金及び 
現金同等物

4,330百万円

   現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

現金及び 
預金勘定

5,814百万円

預入期間が
３か月を超える
定期預金

△61百万円

現金及び 
現金同等物

5,753百万円

   現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

6,705百万円

預入期間が
３か月を超える 
定期預金

△59百万円

現金及び
現金同等物

6,646百万円



(リース取引関係) 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（１）借主側

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（１）借主側

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（１）借主側

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具

542 191 350

工具器具 
及び備品 207 72 134

ソフト 
ウェア 345 175 169

合計 1,094 440 654
 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 

運搬具
550 259 290

工具器具 
及び備品 192 93 99

ソフト 
ウェア 345 240 104

合計 1,087 593 494
 

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高
相当額 

(百万円)

機械装置
及び 
運搬具

549 229 319

工具器具
及び備品 207 90 117

ソフト
ウェア 345 208 136

合計 1,101 528 572

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。

 (注)    同左  (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 174百万円

１年超 480百万円

合計 654百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 157百万円

１年超 337百万円

合計 494百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 169百万円

１年超 403百万円

合計 572百万円

  上記の他、転リース物件の未経

過リース料中間期末残高相当額

１年内 13百万円

１年超 116百万円

合計 129百万円

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。

 (注)    同左  (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 86百万円

減価償却費相当額 86百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 87百万円

減価償却費相当額 87百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 170百万円

減価償却費相当額 170百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

― （２）貸主側

  転リース物件の未経過リース料

中間期末残高相当額

１年内 13百万円

１年超 120百万円

合計 134百万円

―



 
  

(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間) 

１ 時価のある有価証券 
  

 
(注) その他有価証券で時価のある株式については、回復可能性があると認められる場合を除き、当中間連結会計期

間末日における時価が取得原価の50％以下に下落した場合に減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

― ２ オペレーティング・リース取引

      借主側

未経過リース料

１年内 2百万円

１年超 4百万円

合計 7百万円

―

区分 前中間連結会計期間末(平成18年９月30日)

(1) 満期保有目的の債券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

  国債 14 15 0

計 14 15 0

(2) その他有価証券
取得原価 
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

  株式 3,194 6,165 2,971

計 3,194 6,165 2,971

区分
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

非上場地方債 10

(2) その他有価証券

非上場株式 284



(当中間連結会計期間) 

１ 時価のある有価証券 
  

 
  
２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

 
  

(前連結会計年度) 

１ 時価のある有価証券 
  

 
  
２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

区分 当中間連結会計期間末(平成19年９月30日)

(1) 満期保有目的の債券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

  国債 9 10 0

計 9 10 0

(2) その他有価証券
取得原価 
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

  株式 3,022 5,011 1,988

計 3,022 5,011 1,988

区分
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

非上場地方債 10

(2) その他有価証券

非上場株式 284

区分 前連結会計年度末(平成19年３月31日)

(1) 満期保有目的の債券
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

  国債 9 10 0

計 9 10 0

(2) その他有価証券
取得原価 
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

  株式 2,994 5,923 2,929

計 2,994 5,923 2,929

区分
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

 非上場地方債 10

(2) その他有価証券

非上場株式 284



(セグメント情報) 
【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 
  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(248百万円)の主なものは、親会社の管理

部門に係る費用であります。 

  
当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(279百万円)の主なものは、親会社の管理

部門に係る費用であります。 

ガス事業

(百万円)

エアゾール・ 

燃料充填事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計

(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

40,264 2,499 132 42,896 ― 42,896

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 40,264 2,499 132 42,896 (―) 42,896

営業費用 38,431 2,540 124 41,096 248 41,344

営業利益又は営業損失(△) 1,833 △ 41 8 1,800 （248) 1,552

(1) ガス事業………………………… LPガス(プロパン、ブタン)、都市ガス(LNG、LPG)、ガス機器、住宅

機器、空調機器、都市ガス供給設備工事、受注工事(ガス供給設備

工事、給排水衛生設備工事、リフォーム)、熱供給等

(2) エアゾール・燃料充填事業…… ライター用・簡易コンロ用のガスボンベ、エアゾール製品、簡易コ

ンロ等

(3) その他の事業…………………… 土地、建売住宅、マンション、注文建築、保険代理業務等

ガス事業

(百万円)

エアゾール・ 

燃料充填事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計

(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

42,382 2,590 120 45,093 ― 45,093

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 42,382 2,590 120 45,093 (―) 45,093

営業費用 41,648 2,603 131 44,383 279 44,662

営業利益又は営業損失(△) 734 △ 13 △ 11 709 （279) 430

(1) ガス事業………………………… LPガス(プロパン、ブタン)、都市ガス(LNG、LPG)、ガス機器、住宅

機器、空調機器、都市ガス供給設備工事、受注工事(ガス供給設備

工事、給排水衛生設備工事、リフォーム)、熱供給等

(2) エアゾール・燃料充填事業…… ライター用・簡易コンロ用のガスボンベ、エアゾール製品、簡易コ

ンロ等

(3) その他の事業…………………… 土地、建売住宅、マンション、注文建築、保険代理業務等



４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 （２）重要な減

価償却資産の減価償却の方法」の会計方針の変更及び追加情報に記載の通り、法人税法の改正（「所得税法

等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６号」及び「法人税法施行令の一部を改正する政令 

平成19年３月30日 政令第83号」）に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更し、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産について

は、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。この変更に

伴い、従来の方法によった場合と比べ、当中間連結会計期間における営業費用は「ガス事業」が186百万

円、「エアゾール・燃料充填事業」が2百万円、「その他の事業」が0百万円、「消去又は全社」が2百万円

増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

５ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 （４）重要な引

当金の計上基準」の会計方針の変更に記載の通り、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は

準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会

報告第42号 平成19年４月13日改正）が公表されたことを契機に、当社及び、連結子会社のうち北日本ガス

株式会社、日本瓦斯工事株式会社、日本瓦斯運輸整備株式会社の３社の役員退職慰労金は、従来、支出時の

費用として処理しておりましたが、当中間連結会計期間より内規に基づく中間連結会計期末の支給予定額を

役員退職慰労引当金として計上することといたしました。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比

べ、当中間連結会計期間における営業費用は「ガス事業」が35百万円、「エアゾール・燃料充填事業」が1

百万円、「その他の事業」が0百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(530百万円)の主なものは、親会社の管理

部門に係る費用であります。 
  
【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４月1日 至平

成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

在外連結子会社及び在外支店が存在しないため、所在地別セグメント情報の記載をしておりません。 
  
【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４月1日 至平

成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月1日 至平成19年３月31日) 

海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

ガス事業

(百万円)

エアゾール・ 

燃料充填事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計

(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

90,128 6,111 252 96,492 ― 96,492

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 90,128 6,111 252 96,492 (―) 96,492

営業費用 84,422 6,148 221 90,792 530 91,322

営業利益又は営業損失(△) 5,705 △ 37 31 5,699 （530) 5,169

(1) ガス事業………………………… LPガス(プロパン、ブタン)、都市ガス(LNG、LPG）、ガス機器、住

宅機器、空調機器、都市ガス供給設備工事、受注工事(ガス供給設

備工事、給排水衛生設備工事、リフォーム)、熱供給等

(2) エアゾール・燃料充填事業…… ライター用・簡易コンロ用のガスボンベ、エアゾール製品、簡易コ

ンロ等

(3) その他の事業…………………… 土地、建売住宅、注文建築、保険代理業務、生活関連商品等



(１株当たり情報) 

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
２ 算定上の基礎 

 (1) １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

 (2) １株当たり中間(当期)純利益金額又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

（2） 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 605円92銭 １株当たり純資産額 591円87銭 １株当たり純資産額 621円61銭

１株当たり中間純利益 
金額

12円46銭
１株当たり中間純損失
金額

10円38銭
１株当たり当期純利益 
金額

41円80銭

項目
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 36,948 36,519 38,113

純資産の部の合計額から控除する金額 
(百万円)

9,927 10,131 10,397

(うち少数株主持分) (9,927) (10,131) (10,397)

普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額
(百万円)

27,020 26,388 27,715

１株当たりの純資産額の算定に用いられ
た中間期末(期末)の普通株式の数(千株)

44,594 44,584 44,587

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)(百万円)

555 △ 462 1,864

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)(百万円)

555 △ 462 1,864

普通株式の期中平均株式数(千株) 44,595 44,585 44,594



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 
① 【中間貸借対照表】 

  

 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,042 2,641 2,495

 ２ 受取手形 ※７ 1,949 2,533 3,146

 ３ 売掛金 8,143 7,050 10,504

 ４ たな卸資産 4,525 4,599 4,243

 ５ 前渡金 87 137 19

 ６ 繰延税金資産 184 338 424

 ７ その他 167 106 173

   貸倒引当金 △ 86 △ 95 △ 173

   流動資産合計 17,014 25.0 17,311 25.9 20,833 29.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※1・

2

  (1) 建物 2,899 3,284 3,370

  (2) 機械及び装置 7,543 7,181 7,631

  (3) 土地 11,716 12,271 12,278

  (4) 建設仮勘定 1,400 503 323

  (5) その他 1,367 1,397 1,435

    計 24,927 36.7 24,637 36.8 25,041 35.0

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん 612 470 576

  (2) その他 79 79 72

    計 691 1.0 550 0.8 649 0.9

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 23,531 22,427 23,292

  (2) 長期貸付金 427 441 465

  (3) 繰延税金資産 ― 400 ―

  (4) その他 1,823 1,602 1,809

    貸倒引当金 △ 759 △ 757 △ 759

    計 25,021 36.8 24,113 36.1 24,808 34.6

   固定資産合計 50,640 74.5 49,301 73.7 50,499 70.5

Ⅲ 繰延資産

   開発費 317 283 291

   繰延資産合計 317 0.5 283 0.4 291 0.4

   資産合計 67,972 100 66,896 100 71,623 100



 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※７ 2,286 2,282 2,717

 ２ 買掛金 5,335 5,003 7,211

 ３ 短期借入金 ※２ 7,234 12,658 15,117

 ４ 未払法人税等 56 286 793

 ５ その他 ※６ 1,125 1,356 1,467

   流動負債合計 16,039 23.6 21,588 32.3 27,306 38.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 26,897 20,067 18,826

 ２ 退職給付引当金 1,523 1,436 1,516

 ３ 役員退職慰労引当金 ― 762 ―

 ４ 繰延税金負債 220 ― 220

 ５ その他 14 14 14

   固定負債合計 28,655 42.2 22,280 33.3 20,578 28.8

   負債合計 44,694 65.8 43,869 65.6 47,884 66.9

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 5,000 7.4 5,000 7.5 5,000  7.0

 ２ 資本剰余金

     資本準備金 4,385 4,385 4,385

    資本剰余金合計 4,385 6.4 4,385 6.6 4,385 6.1

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 949 949 949

  (2) その他利益剰余金

    固定資産圧縮 
       積立金 17 16 17

    別途積立金 7,750 7,750 7,750

    繰越利益剰余金 3,786 4,088 4,273

    利益剰余金合計 12,503 18.4 12,804 19.1 12,989 18.1

 ４ 自己株式 △ 162 △0.2 △ 173 △0.3 △ 170 △0.2

   株主資本合計 21,726 32.0 22,016 32.9 22,204 31.0

Ⅱ 評価・換算差額等

  その他有価証券 
  評価差額金

1,551 1,010 1,534

   評価・換算差額等 
   合計 1,551 2.2 1,010 1.5 1,534 2.1

   純資産合計 23,277 34.2 23,027 34.4 23,739 33.1

   負債純資産合計 67,972 100 66,896 100 71,623 100



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

売上高 30,235 100 31,210 100 68,500 100

売上原価 21,800 72.1 22,658 72.6 49,838 72.8

 売上総利益 8,434 27.9 8,551 27.4 18,662 27.2

販売費及び一般管理費 7,227 23.9 7,815 25.0 15,696 22.9

 営業利益 1,207 4.0 736 2.4 2,965 4.3

営業外収益 ※１ 310 1.0 271 0.9 450 0.7

営業外費用 ※２ 235 0.8 242 0.8 495 0.7

 経常利益 1,283 4.2 764 2.5 2,920 4.3

特別利益 ※３ 34 0.1 69 0.2 23 0.0

特別損失 ※４ 44 0.1 752 2.4 437 0.6

税引前中間(当期)純利益 1,273 4.2 81 0.3 2,506 3.7

 法人税、住民税 
 及び事業税 20 202 750

 法人税等調整額 489 509 1.7 △ 181 20 0.1 259 1,009 1.5

中間(当期)純利益 763 2.5 60 0.2 1,496 2.2



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
（注1）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

（注2）固定資産圧縮積立金の中間会計期間中の変動額△２百万円のうち、△1百万円は平成18年６月の定時株主総会 

       において取崩したものであります。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

  

株主資本
評価・換算 

差額等

純資産 

合計資本金

資本 

剰余金
利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本 

準備金

利益 

準備金

その他利益剰余金
利益 

剰余金 

合計

その他 

有価証券 

評価差額金
固定資産 

圧縮積立金

別途 

積立金

繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高 

(百万円)
5,000 4,385 946 19 7,750 3,254 11,971 △ 159 21,196 1,972 23,169

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注1） △ 246 △ 246 △ 246 △ 246

 合併による受入 2 11 14 14 14

 固定資産圧縮積立金（注2) △ 2 2 - - -

 中間純利益 763 763 763 763

 自己株式の取得 △ 3 △ 3 △ 3

 株主資本以外の項目の中間 

  会計期間中の変動額(純額)
△ 421 △ 421

中間会計期間中の変動額合計

(百万円)
2 △ 2 531 531 △ 3 529 △ 421 108

平成18年９月30日残高 

(百万円)
5,000 4,385 949 17 7,750 3,786 12,503 △ 162 21,726 1,551 23,277

株主資本
評価・換算 

差額等

純資産 

合計資本金

資本 

剰余金
利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本 

準備金

利益 

準備金

その他利益剰余金
利益 

剰余金 

合計

その他 

有価証券 

評価差額金
固定資産 

圧縮積立金

別途 

積立金

繰越利益

剰余金

平成19年３月31日残高 

(百万円)
5,000 4,385 949 17 7,750 4,273 12,989 △ 170 22,204 1,534 23,739

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △ 246 △ 246 △ 246 △ 246

 固定資産圧縮積立金 

 取崩高
△ 0 0 - - -

 中間純利益 60 60 60 60

 自己株式の取得 △ 3 △ 3 △ 3

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の中間 

  会計期間中の変動額(純額)
△ 523 △ 523

中間会計期間中の変動額合計

(百万円)
△ 0 △ 184 △ 185 △ 3 △ 188 △ 523 △ 712

平成19年９月30日残高 

(百万円)
5,000 4,385 949 16 7,750 4,088 12,804 △ 173 22,016 1,010 23,027



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本
評価・換算 

差額等

純資産 

合計資本金

資本 

剰余金
利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本 

準備金

利益 

準備金

その他利益剰余金
利益 

剰余金 

合計

その他 

有価証券 

評価差額金
固定資産 

圧縮積立金

別途 

積立金

繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高 

(百万円)
5,000 4,385 946 19 7,750 3,254 11,971 △ 159 21,196 1,972 23,169

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △ 492 △ 492 △ 492 △ 492

 合併による受入 2 11 14 14 14

 固定資産圧縮積立金 

 取崩高（注）
△ 2 2 - - -

 当期純利益 1,496 1,496 1,496 1,496

 自己株式の取得 △ 12 △ 12 △ 12

 自己株式の処分 1 1 1

 株主資本以外の項目の事業年 

 度度中の変動額(純額)
△ 437 △ 437

事業年度中の変動額合計 

(百万円)
2 △ 2 1,018 1,018 △ 10 1,007 △ 437 569

平成19年３月31日残高 

(百万円)
5,000 4,385 949 17 7,750 4,273 12,989 △ 170 22,204 1,534 23,739



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価

方法

(1) たな卸資産 

  商品及び貯蔵品 

   先入先出法による原価法 

  販売用不動産 

   個別法による原価法

(1) たな卸資産 

  商品及び貯蔵品 

   同左 

  販売用不動産 

   同左

(1) たな卸資産 

  商品及び貯蔵品 

   同左 

  販売用不動産 

   同左

(2) 有価証券

  満期保有目的の債券

   償却原価法(定額法)

  子会社株式及び関連会社株式

   移動平均法による原価法

  その他有価証券

   時価のあるもの

   中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

   時価のないもの

   移動平均法による原価法

(2) 有価証券

  満期保有目的の債券

      同左

  関係会社株式

      同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

      同左  

 

  

  

 

   時価のないもの

      同左

(2) 有価証券

  満期保有目的の債券

      同左

  関係会社株式

      同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

   期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

   時価のないもの

      同左

２ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法

  ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定

額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

  建物       ７～50年

  機械及び装置   ５～17年

(1) 有形固定資産

   定率法

  ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定

額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

  建物       ７～50年

  機械及び装置   ５～17年

(1) 有形固定資産

  定率法

  ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定

額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

  建物       ７～50年

  機械及び装置   ５～17年

 (会計方針の変更)

  法人税法の改正（「所得税法

等の一部を改正する法律 平

成19年３月30日 法律第６

号」及び「法人税法施行令の

一部を改正する政令 平成19

年３月30日 政令第83号」）

に伴い、平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更

しております。 

これに伴い、前中間会計期間

と同一の方法によった場合と

比べ、営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益が3百万

円それぞれ減少しておりま

す。



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 固定資産の減価償却の方

法

 (追加情報)

  当中間会計期間から、平成19

年３月31日以前に取得した有

形固定資産については、償却

可能限度額まで償却が終了し

た翌年から５年間で均等償却

する方法によっております。 

これに伴い、前中間会計期間

と同一の方法によった場合と

比べ、営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益が36百万

円それぞれ減少しておりま

す。

(2) 無形固定資産

  定額法

  のれんについては、取得後５

年で均等償却しております。

  自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可

能期間(５年)に基づいて償却

しております。

(2) 無形固定資産

  同左

    

 

(2) 無形固定資産

  同左

    

 

(3) 長期前払費用 

  定額法

(3) 長期前払費用

    同左

(3) 長期前払費用

    同左

３ 繰延資産の処理方法 開発費 

  ５年による均等額償却を行って 

  おります。

開発費 

  同左

開発費 

  同左

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。

(1) 貸倒引当金

    同左

(1) 貸倒引当金

    同左

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。

   なお、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数

(５年)による定率法により発

生事業年度から費用処理して

おります。

(2) 退職給付引当金

    同左

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当期末において発生

していると認められる額を計

上しております。

  なお、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数

(５年)による定率法により発

生事業年度から費用処理して

おります。

― (3) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金支出に備え

るため、内規に基づく当中間

会計期間末の支給予定額を役

員退職慰労引当金として計上

しております。

―



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 引当金の計上基準  (会計方針の変更)

  当社の役員退職慰労金は、従

来、支出時の費用として処理

しておりましたが、当中間会

計期間より内規に基づく中間

会計期間末の支給予定額を役

員退職慰労引当金として計上

することといたしました。 

この変更は、「租税特別措置

法上の準備金及び特別法上の

引当金又は準備金並びに役員

退職慰労引当金等に関する監

査上の取扱い」（日本公認会

計士協会監査・保証実務委員

会報告第42号 平成19年４月

13日改正）が公表されたこと

を契機に、役員退職慰労金を

役員の在任期間にわたり費用

配分することで期間損益の適

正化及び財務体質の健全化を

図るために行ったものであり

ます。 

この変更により、当中間会計

期間発生額は「販売費及び一

般管理費」へ、過年度相当額

は「特別損失」に計上し、従

来の方法と比べ、営業利益及

び経常利益は、22百万円、税

引前中間純利益は、762百万

円それぞれ減少しておりま

す。

５ リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

    同左     同左

６ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

  現在行っているのは特例処理

の要件を満たしている金利ス

ワップのみであり、これにつ

いては特例処理によっており

ます。

    同左     同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段…金利スワップ

  ヘッジ対象…借入金

    同左     同左

③ ヘッジ方針

  デリバティブ取引に関する権

限及び取引限度額等を定めた

内部規定に基づき、金利変動

リスクを一定の範囲内でヘッ

ジしております。

    同左     同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

  特例処理による金利スワップ

のみであり、有効性の評価を

省略しております。

    同左     同左

７ その他中間財務諸表(財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

    同左

消費税等の会計処理

    同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
    

 
  

表示方法の変更 
  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準）

当中間会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

(会計基準第５号 平成17年12月9日)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月9

日)を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する

金額は、23,277百万円でおります。 

なお、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、中

間財務諸表等規則の改正に伴い、改正

後の中間財務諸表等規則により作成し

ております。

― （貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準）

当事業年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(会計

基準第５号 平成17年12月9日)及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月9日)を適

用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する

金額は、23,739百万円でおります。 

なお、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については財務諸表等規

則の改正に伴い、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日)

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間まで、「無形固定資産」として一括掲記してお

りましたが、当中間会計期間より、改正後の中間財務諸表等規

則に基づき、営業権を「のれん」と表示しております。 

また、「のれん」及び「その他」として科目掲記しておりま

す。 

なお、前中間会計期間において、営業権は、中間貸借対照表の

無形固定資産に406百万円含まれております。

―



注記事項 
  

(中間貸借対照表関係) 
  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

26,417百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

27,563百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

26,784百万円

※２ 担保に供している資産

1) 有形固定 
  資産

2,085百万円

  (うち工場 
  財団)

(802百万円)

2) 投資有価 
  証券

14百万円

  合計 2,099百万円

同上に対する 
短期借入金

3,762百万円

同上に対する 
長期借入金

1,638百万円

合計 5,400百万円

※２ 担保に供している資産

1) 有形固定
  資産

1,979百万円

  (うち工場
  財団)

(710百万円)

2) 投資有価
  証券

9百万円

  合計 1,989百万円

同上に対する
短期借入金

3,757百万円

同上に対する
長期借入金

1,643百万円

合計 5,400百万円

※２ 担保に供している資産

1) 有形固定 
  資産

2,015百万円

 (うち工場 
  財団)

(744百万円)

2) 投資有価 
  証券

9百万円

 合計 2,025百万円

同上に対する 
短期借入金

3,834百万円

同上に対する 
長期借入金

1,566百万円

合計 5,400百万円

 ３ 保証債務

関係会社

庄和都市ガス㈱ 690百万円

日本瓦斯運輸 
整備㈱

1,292百万円

計 1,982百万円
 

 ３ 保証債務

関係会社

日本瓦斯運輸
整備㈱

1,240百万円

計 1,240百万円
 

 ３ 保証債務

関係会社

日本瓦斯運輸 
整備㈱

1,265百万円

計 1,265百万円

従業員 
(住宅資金)ほか

29百万円

計 29百万円

合計 2,011百万円

従業員 
(住宅資金)ほか

21百万円

計 21百万円

合計 1,261百万円

従業員
(住宅資金)ほか

24百万円

計 24百万円

合計 1,289百万円

 ４ 受取手形裏書譲渡高

2,150百万円

 ４ 受取手形裏書譲渡高

2,071百万円

 ４ 受取手形裏書譲渡高

2,480百万円

 ５ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行11社

と当座貸越契約を締結してお

ります。

当中間会計期間末における当

座貸越契約に係る借入未実行

残高は、次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額 4,050百万円

借入実行残高 1,500百万円

差引額 2,550百万円

 ５ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行11社

と当座貸越契約を締結してお

ります。

当中間会計期間末における当

座貸越契約に係る借入未実行

残高は、次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額 4,050百万円

借入実行残高 1,500百万円

差引額 2,550百万円

 ５ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行11社

と当座貸越契約を締結してお

ります。

当事業年度末における当座貸

越契約に係る借入未実行残高

は、次 の と お り で あ り ま

す。   

当座貸越極度額 4,050百万円

借入実行残高 1,300百万円

差引額 2,750百万円

※６ 消費税等の取扱い

仮払消費税等と仮受消費税等

を相殺し、流動負債「その

他」に含めて表示しておりま

す。

※６ 消費税等の取扱い

同左

―

※７  中間会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理して

おります。 

なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計

期間末日の残高に含まれてお

ります。
       受取手形         144百万円
       支払手形         267百万円

※７  中間会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理して

おります。 

なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計

期間末日の残高に含まれてお

ります。
       受取手形         175百万円
       支払手形         294百万円

※７  事業年度末日の満期手形の会

計処理については、手形交換

日をもって決済処理しており

ます。 

なお、当事業年度の末日は金

融機関の休日であったため、

次の満期手形が事業年度末日

の残高に含まれております。
     
      受取手形         165百万円
      支払手形         404百万円



(中間損益計算書関係)  
  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 
  

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
(変動事由の概要)  

普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
(変動事由の概要)  

普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
(変動事由の概要)  

普通株式の自己株式の株式数の増加11千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

普通株式の自己株式の株式数の減少1千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益のうち主なもの

受取利息 4百万円

受取配当金 184百万円

※１ 営業外収益のうち主なもの

受取利息 4百万円

受取配当金 164百万円

※１ 営業外収益のうち主なもの

受取利息 9百万円

受取配当金 233百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの

支払利息 231百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの

支払利息 241百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの

支払利息 472百万円

 
 

※３ 特別利益のうち主なもの

貸倒引当金戻入額 31百万円

固定資産売却益 2百万円

   固定資産売却益は、機械及び

装置の売却によるものであり

ます。

 

 

※３ 特別利益のうち主なもの

貸倒引当金戻入額 58百万円

関係会社出資金
売却益

11百万円
 

※３ 特別利益のうち主なもの

固定資産売却益 13百万円

   固定資産売却益は、土地、機

械及び装置の売却によるもの

であります。

 

※４ 特別損失のうち主なもの

固定資産除却損 5百万円

   固定資産除却損は建物、機械

及び装置、車両及び運搬具、

その他の除却によるものであ

ります。

 

※４ 特別損失のうち主なもの

固定資産除却損 5百万円

同左
 

※４ 特別損失のうち主なもの

固定資産除却損 45百万円

同左

 
役員退職慰労金 37百万円

 
役員退職慰労金 747百万円

 
 

役員退職慰労金 37百万円

固定資産売却損 33百万円

   固定資産売却損は、土地の売

却によるものであります。

     

 
 

販売用不動産評
価損

310百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 814百万円

無形固定資産 122百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 891百万円

無形固定資産 125百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 1,733百万円

無形固定資産 256百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 191 3 0 194

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 201 3 0 204

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 191 11 1 201



(リース取引関係) 
  

   

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

車両及び 
運搬具 77 19 58

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により、算定してお

ります。

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

車両及び 
運搬具 88 37 50

(注)     同左
 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 

(百万円)

車両及び
運搬具 84 28 56

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により、算定しております。

 

 ２ 未経過リース料中間期末残高

相当額

1年内 16百万円

1年超 42百万円

合計 58百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

 

 ２ 未経過リース料中間期末残高

相当額

1年内 17百万円

1年超 32百万円

合計 50百万円

(注)     同左

 

 ２ 未経過リース料期末残高相当額

1年内 17百万円

1年超 38百万円

合計 56百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。

 

 ３ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 7百万円
 

 ３ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 9百万円

減価償却費相当額 9百万円
 

 ３ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 12百万円

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

投資有価証券のうち、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

投資有価証券のうち、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

投資有価証券のうち、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

(2) 【その他】 

平成19年10月31日開催の取締役会において、第54期(自平成19年４月１日 至平成20年３月31日)中間

配当に関し、下記のとおり決議しました。 

記 

 

 

  

第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第53期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月28日 関東財務局長に提出 

中間貸借対照表計上額
(百万円)

時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

子会社株式 733 4,836 4,102

中間貸借対照表計上額
(百万円)

時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

子会社株式 733 3,571 2,837

貸借対照表計上額 
(百万円)

時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

子会社株式 733 4,236 3,502

(1) 中間配当金総額 …………………………………………………… 246百万円

(2) １株当たり中間配当金 ……………………………………………  5円50銭

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 …………………… 平成19年11月19日



 該当事項はありません。 

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月14日

日本瓦斯株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本瓦斯株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手

続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監

査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日本瓦斯株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

協立監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   森   田        將   ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   朝   田        潔   ㊞

※ 上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期

報告書提出会社）が中間連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月21日

日本瓦斯株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本瓦斯株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手

続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監

査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日本瓦斯株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  
追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社（半期報告書

提出会社）及び連結子会社のうち３社は役員退職慰労金を、従来、支出時の費用として処理してい

たが、当中間連結会計期間より内規に基づく中間連結会計期間末の支給予定額を役員退職慰労引当

金として計上する方法に変更している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

協立監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   朝   田        潔   ㊞

業務執行社員 公認会計士   作   花   弘   美   ㊞

※ 上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期

報告書提出会社）が中間連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月14日

日本瓦斯株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本瓦斯株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第53期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中

心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果

として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本瓦斯株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

協立監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   森   田        將   ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   朝   田        潔   ㊞

※ 上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期

報告書提出会社）が中間財務諸表に添付する形で別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月21日

日本瓦斯株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本瓦斯株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第54期事業年度の中間

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中

心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果

として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本瓦斯株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は役員退職慰労金

を、従来、支出時の費用として処理していたが、当中間会計期間より内規に基づく中間会計期間末

の支給予定額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

協立監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   朝   田        潔   ㊞

業務執行社員 公認会計士   作   花   弘   美   ㊞

※ 上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期

報告書提出会社）が中間財務諸表に添付する形で別途保管しております。
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